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注 1弦 当する□には レ 印を記入してください 特 定事業者以外の事業者の方はレ印の記入は不要です.

2 f基 準年度」とは計画期間の前年度を 「目標年度Jと は計画期間の最終年段を 「報告年度Jと は計画朔回のうち 今 回報告の対象となる年度をいいます。
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の事来活動に伴い発生する温室効果ガスをいいます.

4時 の他の比率温暖化対策は る温畳効果ガスの削減輸 の実績については 計画期間中の

翁督?澪 苦岳屋分歎喜遷雰婁擦たっぃては 18年 度と19年 度の実績を累計附 トン規 入(例)グ リーン電力の購入による温菫効果ガスの削減実績が 18年 度5ト ンで19年度10トンの
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特定事実者の

主たる業種
金融業

該当する事業
者要件

V 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換算して1,500キロリットル以上〉)

京都府地球温暖化対策粂例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又はバス100台以上/タ クシー150台以

上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事業者 (二酸化炭素に換算して3,000トン

以上))
r

計 画 期 膚 平成 1 8 年 4 月 ～  平 成  20  年 3月

基 本 方 針 エネルギー消費効率の改善、穣 物排出量等の削減により5%以 上のC02,F出 量の削減を目指す

推 進 体 制 業務選管方針の地域貢献活動め項目の一つに掲げ対策推進する
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年度 設備、対象、工程害 措 置 内 容

17～19 営業草面 アイトリング禁止の微慮

17～19 紙使用量の抑制 ベーバーレス 電子額票化

18～19 本部 営業店 クールピズ 〈室温28度設定) ウ ォームピズ (菫温20度設定)の 雄親実施

18～,9 屋上窯化  本 店400ぶ 本 店東常206.II 事務センター300市

18～19 グリーン購入 グリーン騨人の促進 〈文具蝉入時 現 行1割程度を抑 程度に拡大)
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(19)年度
〈二酸化炭楽換算 くt)) い∞∽

報告争慎 (美積リ

(18)年 度
〈二驚化炭慕換算 (t〉) い鋼のA専 業所奪フF出区分 9,797  t 9307 t -50 % 9829 4  t 03 %

B輛 速再向,F出区分 t t % t %

cそ の他,F出 区分 t t % t

排出合計 1   9747t つ    ?3θ 7t 5`0 % ,4              ?t,'4 t θ工 %

その他の地琢

温暖化対策に

よる温室効果
ガスの削減量
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対策等の区分
目標年度 (計画) 報告年度 (実績)

取紐量等 (二酸化炭素換算 (t 取組量等 (二酸化炭 素 奥昇 (t

奈林の保全及び整備 (芝碕面積| (吸収量〉 t 〈整備面積! 〈蜘 曇) t

府内産の木材の利用 〈利用量) in, (削減最) : 〈利用曇) n】 〈朗滋量) t

自然エネルギーを利用した
電力又は熱の供給

〈売電二) 【vヽ (削減登) t 〈充紅墨) 17｀ (削減量) t

〈熱供給曇! (削減量) t (熱供絡玉) CJ (肖Jtta) t

ク リー ン電刀の時 代 〈叫入曇) twh 〈削減畳) | (陣入畳) 【Th く削減量) t

削減量等合計 | t
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〈排出合HEl―削減奪合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減奔 (計画) 報告年度 (実績) 削減縛 〈実績)

1     々 rr97 1 ・め・。   ?807 t ,50% ●。●)             ?テ ユ?′“ t 3,3 %

格 記 事 事 杓時東館 事 務センターの屋上緑化実施
平成16年度から伏見支店隣接店舗を購入し拡大して営業開発。淀支店 pLrノ 辻支店 三 宅八播支店移転拡大、東お新設で804千KW=C02換 算3031増加。

その分を除くと18年度はC02排 出量が9526tとなり基準年度から27%減 少したことになる。
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